
■ESGデータ集

環境に関するデータ

Scope１,2

単位 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

都市ガス 1,000㎥ 638.4 686.2 728.9 621.8 904.9

GJ 28,731.9 30,888.0 32,803.0 27,802.6 40,833.8

tCO2 1,432.8 1,540.0 1,635.8 1,386.4 2,036.2

LPガス t 3.9 1.0 0.0 0.0 9.4

GJ 198.9 50.8 0.0 0.0 476.2

tCO2 11.7 3.0 0.0 0.0 28.1

灯油 KL 9.0 8.0 10.6 11.8 78.1

GJ 330.8 295.2 387.6 432.8 2,867.9

tCO2 22.4 20.0 26.3 29.4 194.5

軽油 KL 0.9 0.1 0.6 2.0 0.8

GJ 33.4 4.5 21.6 74.5 29.5

tCO2 2.3 0.0 1.5 5.1 2.0

重油 KL 28.0 31.8 35.1 37.6 93.4

GJ 206.7 1,243.1 1,371.3 1,471.8 3,652.8

tCO2 14.3 87.0 95.0 102.0 253.1

ガソリン KL 1,466.5 1,204.0 705.9 689.4 2,840.5

車両 GJ 50,739.3 41,657.1 24,423.8 23,851.6 98,281.3

tCO2 3,402.2 2,793.2 1,638.8 1,600.4 6,594.7

GJ 80,240.9 74,138.7 59,007.2 53,633.3 146,141.5

tCO2 4,885.7 4,443.2 3,397.4 3,123.3 9,108.8

1,000kWh 30,660.3 29,576.0 29,066.6 26,551.6 41,505.9

GJ 304,956.0 290,404.0 284,663.5 260,913.6 410,168.2

tCO2 14,654.7 13,708.8 13,147.4 10,885.9 11,297.5

GJ 8,331.3 9,581.2 10,157.3 9,414.7 10,402.8

tCO2 349.2 402.0 425.7 394.6 444.8

GJ 5,321.3 5,703.8 7,899.2 7,062.6 6,320.0

tCO2 223.0 239.0 331.1 296.0 265.6

GJ 3,414.4 3,517.0 3,835.3 4,228.6 4,037.7

tCO2 143.1 147.0 160.7 177.2 169.2

GJ 322,023.1 309,206.0 306,555.3 281,619.4 430,928.6

tCO2 15,370.0 14,496.8 14,064.9 11,753.7 12,177.1

GJ 402,264.0 383,344.7 365,562.5 335,252.7 577,070.1

tCO2 20,255.7 18,940.0 17,462.3 14,877.1 21,285.9

施設の合計エネルギー使用量 GJ 351,524.7 341,687.6 341,138.7 311,401.1 478,788.8

エネルギー使用量（合計）原油換算 KL 9,107.3 8,815.5 8,801.4 8,034.1 12,352.8

延床面積 ㎡ 248,260.7 249,579.4 250,032.9 267,197.4 345,651.0

エネルギー使用に係る原単位 kl/m
2 0.037 0.035 0.035 0.030 0.036

車両に係るCO2排出量 tCO2 3,402.2 2,793.2 1,638.8 1,600.4 6,594.7

走行距離（※） km 21,521,670.0 19,908,707.2 13,228,474.6 13,192,951.7 66,175,008.0

CO2排出量に係る原単位（排出量／走行距離） tCO2/km 0.0001581 0.0001403 0.0001239 0.0001213 0.0000997

Scope3（その他の間接的GHG排出量）

カテゴリ 項目 単位 2020年度 2021年度 2022年度

コピー用紙 tCO2 180.4 105.8 69.4

ユニフォーム tCO2 0.4 1,134.3 804.3

帳票 tCO2 1,360.8 1,196.5 1,071.9

保険証書 tCO2 13.7 38.5 52.1

約款・しおり tCO2 970.1 861.8 1,066.9

2-資本財 保有車両 tCO2 0.0 0.0 0.0

A重油 tCO2 15.5 11.3 5.9

LPガス tCO2 0.0 0.0 0.0

ガソリン tCO2 393.1 383.9 1,581.9

軽油 tCO2 0.2 0.6 0.1

蒸気・温水・冷水 tCO2 527.3 392.4 393.8

電力 tCO2 1,982.9 1,560.7 1,521.6

都市ガス tCO2 377.4 277.9 255.9

灯油 tCO2 3.5 0.4 0.1

6-出張 出張 tCO2 416.9 391.0 901.9

7-従業員の通勤 従業員の通勤 tCO2 2,746.9 2,573.7 7,113.3

保険証書 tCO2 1.0 2.8 3.8

約款・しおり tCO2 70.0 62.2 77.0

注）2022年4月から「新しいかんぽ営業体制」に移行し、日本郵便株式会社から当社への出向者が約13,000人増加したことにより、一部項目において、2022年度の数値が2021年度から大きく増減し

ています。

Ｅ

国内（営業、出張、赴任、宿泊）、海外（出張、赴任、宿泊）

電車、バス、自家用車

12-販売した製品の廃棄
ご契約時にお客さまへお渡しする保険証書の廃棄量

ご契約時にお客さまへお渡しする約款・しおりの廃棄量

（※）かんぽ生命は、温室効果ガス排出量（Scope1,2,3）について、認証基準ISO14064-3による第三者からの独立検証を受けています。

検証範囲は、当社の保有施設（日本郵政グループの他会社が賃借している当社保有施設での排出分を含む。）および当社が賃借しているテナントを対象とし、当社が一部賃借している日本郵政グルー

プの他会社の保有施設での排出量は対象に含めていません。

検証は日本郵政グループ一体で実施しており、グループ他社保有施設に入居している施設（エリア本部、支店等）は、保有施設のオーナー会社において検証を受けています。その分を含め、当社の全

施設について検証を受けています。

（※）2022年度の車両の走行距離は、「新しいかんぽ営業体制」への移行に伴う推計値であるため、2021年度以前と集計方法が異なります。

Scope2合計

Scope2合計

Scope1およびScope2

Scope1およびScope2のエネルギー使用量合計

Scope1およびScope2のCO2排出量合計

施設

車両

Scope2

（間接的なエネルギー使用

量）

電気

冷水

温水

蒸気

詳細

1-購入した製品・サービス

コピー用紙の調達量（※本社使用分に限る）

ユニフォームの調達量

約款・しおりを除く保険帳票類の作成に係る紙調達量

ご契約時にお客さまへお渡しする保険証書（封筒および同封する送付状を

含む）の作成に係る紙調達量

ご契約時にお客さまへお渡しする約款・しおりの作成に係る紙調達量

当社の事業用車両は全てリース車両となるため、保有車両は存在しないも

の。リース車両分は、Scope1にて計上。

3-Scope1,2に含まれない燃

料およびエネルギー関連活動

Scope1,2同様に全事業所を対象

Scope1,2同様に全事業所を対象

Scope1,2同様に全事業所を対象

Scope1,2同様に全事業所を対象

Scope1,2同様に全事業所を対象

Scope1,2同様に全事業所を対象

Scope1,2同様に全事業所を対象

Scope1,2同様に全事業所を対象

Scope1

（直接的なエネルギー使用

量）

施設

Scope1合計

Scope1合計



エネルギー消費量

単位 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

エネルギー総消費量 1,000kWh 57,690.3 55,392.9 51,538.6 47,201.4 87,867.6

1,000kWh 0.0 0.0 0.0 2,316.5 14,837.0

1,000kWh 57,690.3 55,392.9 51,538.6 44,884.8 73,030.6

水使用量

単位 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

1000㎥ 44.4 50.0 44.2 35.9 31.9

1000㎥ 50.7 53.0 45.5 33.5 29.5

廃棄物排出量・コピー用紙購入量

単位 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

一般廃棄物排出量（※1） t 489.5 775.6 1,198.1 996.3 727.3

t 430.3 698.8 1,102.8 918.2 652.1

産業廃棄物排出量（※1） t 65.1 283.6 477.4 222.5 146.4

t 5.5 28.8 363.1 185.2 122.2

t 621.4 546.7 468.7 344.8 665.9

再生紙購入率

(※2)
ー 97.8 98.1 98.0 98.2

環境保全活動

単位 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

円 3,300万 3,400万 200万 200万 200万環境保全活動の支援（森づくり活動への寄付など）

（うち、一般廃棄物のリサイクル量）

（うち、産業廃棄物のリサイクル量）

コピー用紙購入数量

（※1）上記データは当社の本社拠点および大型施設（大手町プレイスウエストタワー、大崎ブライトタワー、仙台サービスセンター、岐阜サービスセンター、京都サービスセンター（KPR10号

館）、福岡サービスセンター、情報管理センター、西日本団体管理センター（岡崎ビル））における数値です。

（※2）上記データは当社の本社拠点（大手町プレイスウエストタワーおよび大崎ブライトタワー）における数値です。

水使用量
上水

下水

（うち、再生可能エネルギー消費量）

（うち、非再生可能エネルギー消費量）



■ESGデータ集

社会に関するデータ

各年度3月末時点

従業員の状況 2018年度2019年度2020年度2021年度2022年度

全体 8,269 8,283 8,252 8,144 19,776

男 4,804 4,756 4,681 4,586 15,206

比率 58.1% 57.4% 56.7% 56.3% 76.9%

女 3,465 3,527 3,571 3,558 4,570

比率 41.9% 42.6% 43.3% 43.7% 23.1%

（※）連結の対象範囲は、当社および子会社のかんぽシステムソリューションズ株式会社です。

2018年度2019年度2020年度2021年度2022年度

全体 7,617 7,638 7,645 7,545 19,148

男 4,307 4,270 4,233 4,147 14,759

比率 56.5% 55.9% 55.4% 55.0% 77.1%

女 3,310 3,368 3,412 3,398 4,389

比率 43.5% 44.1% 44.6% 45.0% 22.9%

2018年度2019年度2020年度2021年度2022年度

全体 39.0 39.4 39.9 40.5 43.6

男 41.8 42.1 42.7 43.2 45.0

女 35.3 35.9 36.5 37.3 38.9

（※）年度末時点の満年齢の平均を記載しており、小数点第2位を切り捨てて、小数点第1位まで表示しています。

2018年度2019年度2020年度2021年度2022年度

全体 14.7 15.0 15.4 15.9 18.3

男 17.5 17.8 18.3 18.7 19.6

女 11.0 11.5 11.8 12.5 13.8

（※1）年度末時点の勤続年数の平均を記載しており、小数点第2位を切り捨てて、小数点第1位まで表示しています。

（※2）郵政省、総務省郵政事業庁および日本郵政公社から通算した勤続年数です。

2018年度2019年度2020年度2021年度2022年度

全体 12.1 11.9 12.1 9.1 10.2

本社 ー ー ー 13.9 15.5

（※）次年度4月1日時点の数値です。

（※1）当社から他社への出向者を含まず、他社から当社への出向者を含んでいます。また、臨時従業員（無期転換制度に基づく無

期雇用転換者（アソシエイト社員）を含む。）は含んでいません。

従業員数（人、正社員）※連結

従業員数（人、正社員）※単体

平均年齢（歳）

女性管理職比率（％）

平均勤続年数（年）

Ｓ

（※2）国籍別社員数および比率（2022年度）

　　　　日本　19,139人（99.95％）　中国　5人（0.03％）　韓国　3人（0.02％）　その他　1人（0.01％）

　　　　うち、管理者の人数及び比率

　　　　日本　2,133人（99.9％）　中国　1人（0.05％）　韓国　1人（0.05％）

注）2022年4月から「新しいかんぽ営業体制」に移行し、日本郵便株式会社から当社への出向者が約13,000人増加したことにより、一部項目において、

2022年度の数値が2021年度から大きく増減しています。



日本アクチュアリー会の当社法人会員における女性割合（％）

（※）数値は年度末時点のものです。

2018年度2019年度2020年度2021年度2022年度

総離職者数（人） 全体 ー ー 284 280 347

総離職率（％） 全体 ー ー 3.6 3.6 4.5

自発的離職率（％） 全体 ー ー ー ー 4.5

8.1

2022年度



採用の状況 2018年度2019年度2020年度2021年度2022年度

全体 322 242 205 128 184

男 128 101 79 60 90

女 194 141 126 68 94

エリア基幹職 141 95 78 57 86

一般職 82 63 54 25 17

総合職 99 84 73 46 81

エリア全体 8 2 8 2 4

エリア基幹職 8 2 8 2 4

一般職 0 0 0 0 ー

エリア全体 18 16 10 5 5

エリア基幹職 11 10 6 3 5

一般職 7 6 4 2 ー

エリア全体 6 9 13 5 8

エリア基幹職 6 9 13 5 8

一般職 0 0 0 0 ー

エリア全体 74 56 38 20 27

エリア基幹職 36 16 10 12 10

一般職 38 40 28 8 17

エリア全体 7 3 5 4 5

エリア基幹職 7 3 5 4 5

一般職 0 0 0 0 ー

エリア全体 4 1 3 3 2

エリア基幹職 4 1 3 3 2

一般職 0 0 0 0 ー

エリア全体 4 5 3 3 1

エリア基幹職 4 5 3 3 1

一般職 0 0 0 0 ー

エリア全体 29 13 10 13 14

エリア基幹職 12 12 6 9 14

一般職 17 1 4 4 ー

エリア全体 40 27 19 14 26

エリア基幹職 23 13 7 5 26

一般職 17 14 12 9 ー

エリア全体 12 9 3 3 4

エリア基幹職 12 9 3 3 4

一般職 0 0 0 0 ー

エリア全体 3 1 1 1 2

四国エリア（人） エリア基幹職 3 1 1 1 2

一般職 0 0 0 0 ー

エリア全体 16 14 19 8 4

九州エリア（人） エリア基幹職 13 12 13 6 4

一般職 3 2 6 2 ー

エリア全体 2 2 0 1 1

沖縄エリア（人） エリア基幹職 2 2 0 1 1

一般職 0 0 0 0 ー

（※）エリア基幹職は2019年度から採用を開始しています。2018年度のエリア基幹職の人数は「業務職・営業職」の合算です。

全体（人）

北海道エリア（人）

東北エリア（人）

関東エリア（人）

東京エリア（人）

南関東エリア（人）

中国エリア（人）

北陸エリア（人）

東海エリア（人）

近畿エリア（人）

信越エリア（人）



2018年度2019年度2020年度2021年度2022年度

新入社員定着状況（3カ年経過時点）（％） 84.4 87.2 86.0 86.8 87.3

（※）各年度において新卒採用者の採用後3カ年経過時点の定着率です。

2018年度2019年度2020年度2021年度2022年度

障がい者雇用率（％） 日本郵政グループ全体 2.28 2.31 2.36 2.35 2.42

（※）障がい者雇用率（日本郵政グループ全体）は各年度6月1日現在における日本郵政グループ6社合算の数値です。

2018年度2019年度2020年度2021年度2022年度

全体 32 16 9 14 29

男 26 15 6 14 22

女 6 1 3 0 7

ワーク・ライフ・バランス 2018年度2019年度2020年度2021年度2022年度

育児休業取得者数(人） 全体 303 314 284 289 524

育児休業取得率（％） 全体 64.5 81.7 90.6 97.0 97.9

育児休業から復職した従業員の総数（人） 全体 162 169 210 243 368

育児休業復職率（％） 全体 98.2 97.7 96.8 98.0 98.7

2018年度2019年度2020年度2021年度2022年度

全体 6 14 10 6 26

男 2 4 6 4 19

女 4 10 4 2 7

全体 5 4 5 7 16

男 2 2 3 4 7

女 3 2 2 3 9

2018年度2019年度2020年度2021年度2022年度

2018年度2019年度2020年度2021年度2022年度

有給休暇取得率（％） 87.7 93.9 90.6 89.8 97.1

8.6

（※）2021年度より計算方法を一部変更（分母から育児休業及び休職等の理由で対象期間中の有給休暇取得日数が0日の社員を除

く）しています。

7.1
社員一人あたりの月平均残業時間（時間）

（超過勤務手当が付与される正社員を対象としたもの）
8.4 8.9 7.1

中途採用数（人）

介護休業取得者数(人）

介護部分休業取得者数(人）



従業員の健康・安全 2018年度2019年度2020年度2021年度2022年度

健康診断受診率（％） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

ストレスチェック受診率（％） 92.8 92.30 92.50 91.80 94.03

欠勤率（％） ー ー ー 1.48 1.62

労働災害発生状況（件） 0.47 0.38 0.38 0.60 1.92

（※1）年千人率（労働者1,000人あたり1年間に発生する死傷者数）で算出しています。

給与・福利厚生 2018年度2019年度2020年度2021年度2022年度

平均年間給与（万円） 655 665 640 649 599

年間給与・福利厚生費用合計（百万円） ー 76,354 73,016 71,167 165,811

ES調査 2018年度2019年度2020年度2021年度2022年度

ES調査（エンゲージメントスコア調査） ー ー CC CCC C

（※）全11段階中、Ｃは上位から９段階目、ＣＣは上位から８段階目、ＣＣＣは上位から７段階目の評価です。

能力開発・教育 2018年度2019年度2020年度2021年度2022年度

能力開発研修時間（時間）（※） 72,154 40,394 19,829 29,665 41,004

参加者一人当たりの平均研修時間（時間） 44.2 24.9 8.0 10.9 17.6

参加者一人当たりの平均研修日数（日） 5.5 3.1 1.9 3.2 2.5

全社員一人当たりの平均研修時間（時間） 9.5 5.3 2.6 3.9 2.1

全社員一人当たりの平均研修日数（日） 1.2 0.7 0.6 1.1 0.3

全社員一人当たりの研修費用（円） ー ー 73,000 69,000 32,000

（※）人材育成室が主催する新入社員研修、マネジメント研修といった階層別の研修時間（研修時間×参加人数）

2018年度2019年度2020年度2021年度2022年度

資格取得奨励制度　利用者数（人）（※1） 738 1,308 1,029 779 917

通信教育講座　受講者数（人）（※2） 219 192 125 107 111

海外研修　参加者数（ 人） （ ※3） 0 1 1 1 1

海外トレーニー　参加者数（ 人） （ ※3） 9 3 0 0 1

国内MBA取得支援制度　利用者数（人）（※3） 5 2 0 1 0

（※1）資格取得奨励制度の利用者数は、本制度を利用して取得した資格数により算出。

（※2）通信教育講座の受講者数は、受講講座数により算出。

（※3）海外研修(海外MBAを含む)、海外トレーニーおよび国内MBA取得支援制度は、渡航または利用開始年度の人数を記載。

2018年度2019年度2020年度2021年度2022年度

キャリアチャレンジ制度（※）　合格者数 ー ー ー 21 18

（※2）日本郵政グループとして、労働災害の削減目標を設定しています。

　　　  2022年度目標：日本郵政グループ　4.96（年千人率）

（※）社員の自律的な成長などを目的に、現在と異なる職務や環境で新たな業務へ挑戦することができる制度で、合格者は希望す

る職務に配属されます。



お客さま満足度調査 2018年度2019年度2020年度2021年度2022年度

お客さま満足度調査（％） 82 ー 79 78 79

（※1）「お客さま満足度調査（お客さまの声調査）」を実施し、お客さまからの評価をもとにサービス改善に取り組んでいます。

社会貢献 2020年度2021年度2022年度

121,945 140,530 67,339

186,043 29,433 96,688協賛金額（千円）

（※2）「満足」「やや満足」「どちらともいえない」「やや不満」「不満足」の5段階でご評価をいただき、「満足」「やや満

足」の合計の割合を示しています。2019年度はご契約調査などを優先して全社で取り組んだため、お客さま満足度調査は中止しま

した。

寄付金額（千円）



■ESGデータ集

ガバナンスに関するデータ

取締役会等の構成 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

取締役会 議長 代表執行役社長 代表執行役社長代表執行役社長代表執行役社長代表執行役社長

取締役数（人） 10 9 9 10 11

うち社外取締役数（人） 7 5 5 6 7

女性取締役の割合（％） 30.0 22.2 22.2 20.0 36.4

監査委員会 委員長 社外取締役 社外取締役 社外取締役 社外取締役 社外取締役

監査委員人数 4 5 5 4 5

うち社外取締役数（人） 4 4 4 3 4

指名委員会 委員長 社内非執行取締役 社外取締役 社外取締役 社外取締役 社外取締役

指名委員数（人） 3 5 5 5 5

うち社外取締役数（人） 2 3 3 3 3

報酬委員会 委員長 社外取締役 社外取締役 社外取締役 社外取締役 社外取締役

報酬委員数（人） 3 3 3 4 4

うち社外取締役数（人） 2 2 2 3 3

（※1）各年度7月1日時点で記載しています。

取締役会等の運営状況 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

取締役会 開催回数（回） 13 21 17 13 14

平均出席率（％） 98.6 98.1 100 99.1 100

監査委員会 開催回数（回） 16 16 17 16 17

平均出席率（％） 100 100 100 100 100

指名委員会 開催回数（回） 3 3 5 5 4

平均出席率（％） 88.9 100 100 100 100

報酬委員会 開催回数（回） 4 7 8 7 6

平均出席率（％） 100 100 100 100 100

執行役構成 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

26 28 28 29 23

女性執行役の割合（％） 11.5 10.7 3.6 6.9 17.4

（※）各年度7月1日時点で記載しています。

役員報酬（2022年度）

固定報酬 業績連動型株式報

27 27 ー 1

61 61 ー 7

797 671 126 31

Ｇ

取締役（社外取締役を除く。）

社外取締役

執行役

（※1） 当社は、当社または当社の親会社等の執行役を兼任する取締役に対して取締役としての報酬等を支給していないため、上表における取締役の「対象

となる役員の員数」に当社または当社の親会社等の執行役を兼任する取締役を含んでおりません。

（※2） 業績連動型株式報酬には、当事業年度に費用計上した金額を記載しています。なお、当社では原則として、毎事業年度末において、当該事業年度に

発生したと見込まれる金額を引当金として費用計上し、退任時(給付時)等に当該引当金を取り崩す処理を行っています。引当金の計上額と確定した金額とは

差異が発生する場合があります。

（※3） 賞与の支給はありません。

報酬等の種類別の総額（百万円）
役員区分

（※）各年度4月1日～3月31日。

　平均出席率：各開催回の出席率の値を計算し、1事業年度分の和を求めたうえで、開催回数で除したもの。（小数点以下第2位を四捨五入。）

報酬等の総額

（百万円）

対象となる役員の

員数（人）

（※2）当社は、コーポレートガバナンス・コード等を踏まえて、筆頭社外取締役を社外取締役の互選により選定しています。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2023年度7月1日時点：鈴木雅子取締役）

執行役数（人）



株式数（株） 議決権の数（個） 内容

ー ー ー

ー ー ー

ー ー ー

(自己保有株式）

普通株式

11,100 ー

普通株式

383,127,900

普通株式

53,300

383,192,300 ー ー

ー 3,831,279 ー

会計監査人の状況 2023年3月31日現在

継続監査期間（年）

17

腐敗防止等に関するデータ

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

（※1）利益相反のおそれのある取引によりお客さまの利益が不当に害されたと認定され行政処分を受けた件数

（※2）会社の業務に係るインサイダー取引規制違反により刑事罰又は行政処分を受けた件数

政治献金

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

0 0 0 0政治献金額（円）

3,831,279 同上

贈収賄等の腐敗行為に関する件数（件）

贈収賄等の腐敗行為に関する罰金の金額（円）

区分

有限責任あずさ監査法人

完全議決権株式（その他）

区分

監査法人名称

ー

（※1）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式415,900株（議決権4,159個）が含まれております。

（※2）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式51株が含まれております。

単元未満株式

発行済株式総数

総株主の議決権

利益相反件数（件）（※1）

無議決権株式

議決権制限株式（自己株式等）

インサイダー取引件数（件）（※2）

議決権制限株式（その他）

ー

権利内容に何ら制限

のない当社における

標準となる株式

議決権の状況 2023年9月30日現在

区分

完全議決権株式（自己株式等）


